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＜要旨＞ 

人口減少に直面する我が国が持続的に成長するには、潜在成長力を高めることが不可欠

である。人口減少そのものや、無形資産の蓄積、人的投資などの政策対応が経済に及ぼす

影響は短期的なものではないことから、それらの分析・評価のためには超長期の分析ツー

ルが必要となる。そこで本稿では、寺本（2025）に基づいて開発された 新しい定量 DSGE 

モデルを用いて、超長期の経済の姿をシミュレーションした。具体的には、人口減少を扱

うとともに、潜在成長力の源泉として①無形資産の蓄積、②人的投資の２つに着目し、複

数の政策シナリオの下、政策の定量的な効果を算出した。 

その結果、将来の人口減少は、例えば、出生率が 1.3 のまま停滞する場合、超長期の経済

成長率が約 2.1%pt押し下げられるなど、経済成長に大きなマイナスのインパクトを与える

姿が示された。一方で、無形資産の蓄積や人的投資といった各種政策対応は、超長期の経

済成長率を相当程度に押し上げる効果を有することも示唆された。一例として、イノベー

ション促進の政策対応が継続的に行われた場合、超長期で約 1.5%pt経済成長率を押し上げ

る可能性が示された。 
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Policy Simulation and Its Implications Using a Newly Developed Quantitative 

DSGE Model:  
The Very-Long-Term Forecast for Japanese Economy Under Population Decline 

 
By Takuma KAWAMOTO, Ryoji MOCHIZUKI, Kazuhiro TAKAHASHI, 

Hiroshi NOMURA and Shigeru HIRAI 

 
Abstract 

 
For Japan to grow sustainably in the face of a declining population, it is essential to enhance its 

potential growth capacity. Since the impact of population decline, intangible asset accumulation, and 

human capital investment on the economy are not short-term events, very-long-term analytical tools 

are required for their assessment. This study employs the Quantitative DSGE model developed based 

on Teramoto (2025) to simulate the very-long-term economic outlook. Specifically, we incorporate 

demographic decline and focus on two key drivers of potential growth: (i) the accumulation of intan-

gible assets and (ii) human capital investment. Under multiple policy scenarios, we quantitatively 

evaluate the effects of these policies. 

Our findings indicate that future population decline will exert a significant negative impact on 

economic growth. For instance, if the fertility rate stagnates at 1.3, the very-long-term economic 

growth rate is projected to decline by approximately 2.1 percentage points. Conversely, policy 

measures such as intangible asset accumulation and human capital investment can substantially en-

hance long-term economic growth. As an example, continuous policy support for innovation is shown 

to potentially boost the very-long-term economic growth rate by approximately 1.5 percentage points. 
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１．はじめに 

人口減少に直面する我が国の持続的な経済成長を実現するためには、潜在成長力を高め

ていく必要がある。例えば、内閣府（2023）によれば、日本の無形資産投資は米国に比べ

て低く、生産性の向上には、研究・開発（R&D）を含む革新的資産や人的資本を含む経済

的競争能力への投資が重要であるとされている。そこで、本稿では、日本の潜在成長力を

高めるために、特に注目に値する政策について、新しい定量 DSGE モデルを用いて、超長

期的な効果を定量的に示した。具体的には、人口減少による超長期の経済の姿をシミュレ

ーションするとともに、潜在成長力の源泉として①無形資産の蓄積、②人的投資の２つに

着目し、一定の政策シナリオの下、定量 DSGE モデルによる超長期のシミュレーションに

よる結果に基づき、政策の定量的な効果を算出した。なお、推計期間としては、日本にお

ける人口の将来予測が 90 年先まで存することを踏まえて、2020 年から 2110 年までの 90 

年間を想定し、超長期の経済の姿を扱った。 

 試算結果を先取りして述べると、将来の人口減少は、超長期の経済成長に大きなマイナ

スのインパクトを与えること、例えば、出生率が 1.3 のまま停滞する場合、超長期の経済

成長率が約 2.1%pt押し下げられる姿が示された。また、政策対応によるシミュレーション

の結果からは、人的投資や R&D 促進といった各種政策対応は、超長期の経済成長率を押

し上げるうえで一定の効果を有すること、一例として、イノベーション促進の政策対応が

持続的に行われた場合、超長期で約 1.5%pt経済成長率を押し上げる可能性が示された。こ

うした無形資産の蓄積や人的投資に係る政策対応が継続的に行われたとした場合には、人

口減少のマイナスの効果を相当程度に相殺することが可能となることが示唆された。 

本稿の構成は次の通りである。まず次章（第２章）において、本稿のシミュレーション

で利用する新しい定量 DSGEモデルの開発の背景とその概要について述べる。次に、第３

章では、本稿の定量 DSGEモデルを用いた人口減少に係るシミュレーションの概要とその

結果を報告する。続く第４章・第５章では、我が国における無形資産及び人的投資の現状

をデータや先行研究に基づき概観するとともに、それらに基づいた個別の政策や超長期の

経済目標を取り上げてシミュレーションを実施し、その結果を示す。さらに、第６章では

これらのシミュレーション結果を用いて、人口減少下における政策効果について簡易的な

試算を実施する。最後に第７章は結論である。 

 

２．背景 

 人口減少が進む我が国において、長期的に経済を成長させるには、いかにして潜在的な

成長力を向上させていくかという視点が不可欠である。そのためには、無形資産の蓄積や

人的投資が重要となるが、その効果は短期的に生ずる性格のものではない。したがって、

こうした政策の効果を定量的に分析・評価するためには、超長期の経済の姿を描写できる

－ 40 －
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分析ツールが必要になってくる。こうした背景も踏まえ、まず本章では、本稿で扱う定量

DSGE モデルの開発経緯に加えて、当該モデルの構造や本稿で実施するシミュレーション

分析の概要について、簡単に述べる1。 

 
2.1 モデル開発の背景 
 本節では、本稿で用いた定量 DSGE モデルの位置づけを含めてその背景を紹介する。

DSGE モデルは、家計や企業等の経済主体の合理性を織り込んだモデルであり、経済学の

領域を中心に発展してきた。高橋・八木橋（2019）によれば、経済モデルは理論的整合性

と実際のデータとの整合性という２軸でもって捉えることができるとされ、Pagan and Fu-

kac （2011）では、両者のバランスをとった準構造モデルが４つの世代を経て、改善が進ん

でいると説明されている。彼らによれば、第１世代モデル（1G model）はこうしたモデル

の端緒であり、第２世代モデルは、モデルの方程式体系に誤差修正メカニズムを導入した

ものである。続く第３世代モデルは、高橋・八木橋（2019）によれば、中央銀行を中心に

開発が進み、短期の分析に強みを持つものであり、第４世代モデル（4G model）は、経済

主体の異質性や市場の摩擦を織り込みつつ、将来予測にも用いられるものと位置づけられ

ている。 

より具体的には、DSGE モデルにより長期の経済予測を扱った先行研究として、外木 

（2015）では、公的 R&D の効果について政策シミュレーションを行うことにより 2070 年

までの経済の姿を示し、公的 R&D 投資の増加が最終財の生産や家計の消費を増加させる

ことを明らかにしている。さらに、本稿で扱う分野とは異なるものの、Matsumura et al.（2024）

は、温室効果ガス排出を抑制する手段としての炭素税に着目し、多部門の DSGEモデルを

構築することにより、課税ベースの構成など様々なシナリオの下、2020 年から 2050 年ま

でのシミュレーションを実施し、将来の経済の姿を予測している。また、内生的経済成長

理論を始め、DSGEモデル内の生産側の要素を拡充した例として、Hasumi et al.（2018）で

は、内生的な成長を DSGEモデルに織り込むとともに、日本経済にあわせたパラメータを

推定し、過去数十年の経済の低迷が景気循環によるもののみならず、経済成長の低下によ

るものであることを明らかにしている。 

こうした背景や先行研究を踏まえ、本稿では、高橋・八木橋（2019）で言及されている

第４世代モデルのその先として、内生的経済成長理論を基礎に、新たに開発された超長期

の経済の姿を予測する定量 DSGEモデルを用いて、シミュレーション分析を行う。本稿の

シミュレーションに利用する定量 DSGEモデルについては、寺本（2025）に基づいて開発

され、次節に示すとおり、特に R&D や人的資本などの潜在成長力に影響を与える要素を

織り込んだものとなっている。また、本稿では、人口減少下にある我が国の現状を踏まえ、

潜在成長力に大きな影響を与える人口について、新しい定量 DSGEモデル内でシミュレー

ションが可能となるよう、分析手法の開発も同時に行った。これにより、R&Dを含む無形

 
1 本稿で用いた定量 DSGEモデルの詳細については、寺本（2025）を参照いただきたい。 
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資産の蓄積や人的投資を促進する政策が超長期の経済に及ぼす定量的な効果のみならず、

人口減少が将来の日本経済にどのような影響を与えるかについても分析することが可能と

なっている。 

 
2.2 モデル概説 
 本稿で用いる新しい定量 DSGEモデルは、Comin and Gertler（2006）による R&Dを基礎

とする内生的技術成長を RBCモデルに組み込んだものに加えて、Anzoategui et al.（2019）

において開発された技術の開発及び実用化を原動力とする内生的成長を取り入れた DSGE

モデルに立脚している。具体的なモデルの構成としては、経済主体として、家計、イノベ

ーター、実用化企業、中間財生産者、最終財生産者がモデル内に存在する。Anzoategui et al.

（2019）と同様に、イノベーターは新しい技術を生み出し、実用化企業がそれを実装して、

中間財生産者や最終財生産者がそれらの新しい技術に基づく製品を生産し、家計がそれを

消費する構造となっている。また、本稿の新しい定量 DSGEモデルでは労働参加率を内生

化するとともに、労働は高技能労働と生産労働の２種類が存在し、家計は、イノベーター

や実用化企業に高技能労働を供給し、中間財生産者に生産労働と資本を供給する。なお、

家計が高技能労働を提供するには、教育投資が必要になる。図１に本モデルの構造を示す

が、実際の方程式体系を含むモデルの詳細については、本稿の付録や寺本（2025）を参照

いただきたい。 

 

図１ 本モデルの構造 
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る）に比して、どの程度乖離しているか等について報告する。 

はじめに、人口予測を援用して、モデル内で当該予測が実現するショックを与えること

で、人口減少による超長期の経済への効果を描写する。次に、潜在成長力に影響を及ぼす

要素のうち、①無形資産の蓄積、②人的投資に注目して、政策シミュレーション（公的な

教育支出の増加、イノベーション効率性・技術実用化効率性の向上）を行う。さらに、技

術実用化確率、労働参加率及び賃金プレミアムについて経済の長期目標を設定し、それに

至るまでの経済の経路をシミュレーションする。 

 

３．人口減少シミュレーション 

3.1 シミュレーション概要 
 本章では、前章で詳述した定量 DSGEモデルを用いて、2020年以降に、それぞれ次節で

示す３つのシナリオに沿って、人口が減少する外生的なショックを加え、超長期の経済

（GDP）成長率及び GDP の水準をシミュレーションにより算出する。本稿で用いるモデル

のベースラインのケースでは、人口が一定とされているが、人口減少シミュレーションに

おいては、推計期間の始点である 2020 年以降、各シナリオに沿った人口動向になるような

ショックを外生的に与えることにより、その効果の導出を行う。人口減少が本モデルに与

える影響を簡単に示すと、人口減少ショックにより、高技能労働及び生産労働の供給が減

少し、特に、イノベーターが生み出す新たな技術の総量や、実用化企業が生産する実用化

された技術の水準が低下することによって、経済成長率や GDP の水準が超長期において

も低下することが予想される。 

 
3.2 シナリオについて 
人口減少に係るシナリオについては、①出生率 2.1 回復、②出生率 1.6 回復、③出生率 1.3

固定の３つを扱う。それぞれ、厚生労働省「人口動態統計」、総務省「人口推計」、国立社

会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）を援用し、人口の 2110年

までの予測を作成し、それをシナリオとする（図２）。各シナリオについて、人口の動き概

観すると、①出生率 2.1回復のケースでは、2020年以降しばらく減少傾向が続いたのち、

2090年頃に底をうち、その後若干回復し、2110年時点では 9,000万人を超える水準となる。

また、②出生率 1.6回復の場合は、2110年にいたるまで人口減少は止まらず、2110年時点

で 6,000万人程度まで減少する。一方で、③出生率 1.3固定の予測では、他のシナリオに比

べて急速に人口減少が進み、2100年頃には 5,000万人を下回ることとなる。 
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図２ 人口の推移（シナリオ） 

 
       （備考）内閣府「選択する未来」委員会報告（2014年 11月）より作成。 

 
3.3 シミュレーション結果 
本稿で扱う定量 DSGEモデルにおいて、前節の３つのシナリオに沿ってシミュレーショ

ンを行うと、どのシナリオにおいても、人口は減少するため、超長期の経済成長率は低下

する結果となった。くわえて、出生率の低下は、労働力の総量の減少を招くだけではなく、

高技能労働の供給減少により、イノベーションや技術実用化の停滞をもたらすことによっ

ても、経済成長率を下押しした。なお、１人当たりの水準に転換してみると、出生率 1.3 固

定のシナリオの場合は、成長率がマイナスになった。 

より詳細な結果（図３）について、2110年時点の経済（GDP）成長率で見ると、出生率

が 2.1 に回復したシナリオの場合には、0.48％とプラス成長を維持するものの、出生率が

1.6 に回復した場合は、▲0.47％、出生率が 1.3 で停滞した場合には▲1.06％とマイナス成

長に陥る姿が示された。また、2110年時点の GDPの水準（「2020年名目 GDP＝約 540兆

円」2を基準に算出）で見ると、出生率が 2.1 に回復した場合には 796 兆円に拡大するのに対

し、出生率が 1.6 に回復した場合は 384 兆円、出生率が 1.3 で停滞した場合には 272兆円に

それぞれ減少する結果となった。 

さらに、同結果を１人当たりの水準（図４）に直してみると、2110 年時点の１人当たり

GDP の成長率では、出生率が 2.1 に回復した場合には 0.64％、出生率が 1.6 に回復した場

合には 0.12％とプラス成長を維持するものの、出生率が 1.3 で停滞した場合には▲0.16％

とマイナス成長となった。また、2110年時点の１人当たり GDPの水準（「2020年度名目１

人当たり GDP＝約 427万円」3を基準に算出）で見ると、出生率が 2.1に回復した場合には

839 万円、出生率が 1.6 に回復した場合には 636 万円、出生率が 1.3 に固定した場合には 571

万円となり、いずれも 2020年度の水準は上回るものの、出生率の回復度合いによって大き

 
2 内閣府「国民経済計算」より（以下同じ）。 
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な差がある姿が示された。 

本シミュレーション結果によれば、出生率低下による人口減少は、超長期の経済成長に

大きなマイナスのインパクトを与える4。特に、出生率が 1.3 で停滞するシナリオにおいて

は、GDPの水準が大きく減少するとともに、成長率も▲1.0％を下回る結果となった。言い

換えれば、超長期において成長力を確保するためには、人口減少によるマイナスの影響に

対して、それを相殺するための対応が強く求められる。 

 
図３ 経済（GDP）成長率と GDPの推移 

  
（注）ショック直後は成長率の振れが大きいため成長率は 2025年以降を表示（以下同じ）。 
（備考）筆者によるシミュレーション結果 
 

図４ １人当たり GDPの成長率と１人当たり GDPの推移 

  
（備考）筆者によるシミュレーション結果 

 
4 本稿で扱ったモデルにおいて、新たに生み出される技術の総量は、人口減少の効果を大きく受ける。こ
の点、イノベーターが高技能労働１単位を投入した際にどれだけの新しい技術が生み出されるかを示す労

働力に対する R&D弾性値（付録（P62）の ρz）について、Hasumi et al.（2018）の推定（90％信頼区間）
を用いて、３つのパラメータ（10percentile値、平均値、90percentile値）を設定し、出生率 1.3固定の場合
のシミュレーションを実施したところ、経済成長率で見ると、どの値を採用しても引き続き超長期では経

済はマイナス成長となる結果は変わらなかった。 
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４．政策シミュレーション 

4.1 現状 
 前章の人口減少シミュレーションでは、人口減少が超長期の日本経済に大きなマイナス

の影響を及ぼす姿が示された。本章では、潜在成長率を高めることにより、そうした状況

を緩和することを念頭に、①無形資産の蓄積、②人的投資に注目して、政策シミュレーシ

ョンを実施する。はじめに、本節では、これらに関する先行研究やデータに立脚し、我が

国の現状を概観する。 

 
4.1.1 無形資産の蓄積 

 本項では、無形資産のうち研究・開発（R&D）について、我が国の現状とそれを強化し

ていく重要性を記す。生産性向上により成長力を高めるためには、R&Dを含めた無形資産

投資の活性化が大きな役割を果たすと考えられる一方、我が国の R&D は、時系列でみて

も、国際的にみても、停滞している。はじめに、R&Dの蓄積に係る現状について、経済産

業研究所（RIETI）の日本産業生産性データベース（Japan Industrial Productivity Database、

以下「JIP」という。）の「研究・開発資本」からみてみると、1990年代からゆるやかに上

昇してきたところ、近年その蓄積は鈍化し、概ね横ばいで推移している（図５）。また、国

際比較という観点では、Gross domestic spending on R&D（OECD）によれば、GDPに占め

る R&D投資を含む無形資産投資額は、韓国（4.9％）、米国（3.5％）となっている一方で、

日本は 3.3％と諸外国に比して低調となっている。 

 
図５ 日本の R&Dストックの推移 

 

（備考）JIPデータベース 2023により作成。資産別実質純資本ストックの資本財分類のうち「研究・開発」

を使用。基準年は 2015年。 

 
 また、多くの先行研究が潜在成長力を高める上での R&D の重要性を指摘している。例

えば、内閣府（2023）では、政府投資を含む科学技術投資やスタートアップ促進により、
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の影響を及ぼす姿が示された。本章では、潜在成長率を高めることにより、そうした状況

を緩和することを念頭に、①無形資産の蓄積、②人的投資に注目して、政策シミュレーシ

ョンを実施する。はじめに、本節では、これらに関する先行研究やデータに立脚し、我が

国の現状を概観する。 

 
4.1.1 無形資産の蓄積 

 本項では、無形資産のうち研究・開発（R&D）について、我が国の現状とそれを強化し

ていく重要性を記す。生産性向上により成長力を高めるためには、R&Dを含めた無形資産

投資の活性化が大きな役割を果たすと考えられる一方、我が国の R&D は、時系列でみて

も、国際的にみても、停滞している。はじめに、R&Dの蓄積に係る現状について、経済産

業研究所（RIETI）の日本産業生産性データベース（Japan Industrial Productivity Database、

以下「JIP」という。）の「研究・開発資本」からみてみると、1990年代からゆるやかに上

昇してきたところ、近年その蓄積は鈍化し、概ね横ばいで推移している（図５）。また、国

際比較という観点では、Gross domestic spending on R&D（OECD）によれば、GDPに占め

る R&D投資を含む無形資産投資額は、韓国（4.9％）、米国（3.5％）となっている一方で、

日本は 3.3％と諸外国に比して低調となっている。 

 
図５ 日本の R&Dストックの推移 

 

（備考）JIPデータベース 2023により作成。資産別実質純資本ストックの資本財分類のうち「研究・開発」

を使用。基準年は 2015年。 

 
 また、多くの先行研究が潜在成長力を高める上での R&D の重要性を指摘している。例

えば、内閣府（2023）では、政府投資を含む科学技術投資やスタートアップ促進により、
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R&D を含む革新的資産ストックが１％（1.8兆円）増加した場合、TFPを 0.11％程度押し

上げる可能性を示唆している。さらに、宮川他（2015）の無形資産投資における分析では、

サービス産業をはじめとした企業における生産性向上のためには、研究開発投資への支援

の必要性と人的投資の重要性が述べられている。 

 
4.1.2 人的投資 
 次に、２つ目の視点として、人的投資について、その現状等を記す。我が国の人的資本

ストックについては、減少傾向にある。例えば、人的資本ストックの指標として、職場外

研修（OFF－JT）費用とそれによる機会費用の合計として算出される JIP の「企業特殊的人

的資本」から見てみると、人的資本ストックは 1990 年代後半に急速に減少し、2000 年代

半ばにやや持ち直したのちに、その後長期的に再度減少傾向にある（図６）。また、図７に

示すとおり、労働費用に占める教育訓練費（製造業）を国際比較すると、日本は 0.1％に過

ぎず、１％を超えるイギリス・フランスや、0.3％を超えるドイツ・オランダ・スウェーデ

ン、0.29％の韓国と比べてかなり低いことが分かる。 

 

図６ 日本の企業特殊的人的資本ストック 

 
（備考）JIPデータベース 2023により作成。固定資本ストックうち「企業特殊的人的資本」の合計を使用。 

 
図７ 労働費用計に占める教育訓練費の割合 

 
（備考）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較 2024」により作成。調査年については、

イギリスのみ 2016年、それ以外は 2020年。 
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 また、人的投資に関して先行研究をみてみると、その重要性を指摘するとともに、経済

成長への寄与が近年低下していることを示唆している。例えば、教育による人的資本の蓄

積に焦点をあてた宮澤（2016）は、1950年代からの人的資本の経済成長への寄与を計算し、

日本における経済への人的資本の寄与は、長期的に低下傾向にあると指摘している。さら

に、宮川・滝澤（2022）では国際比較に焦点を当てており、2010年代の人的投資の GDP比

をみると、米国の 0.99％、英国の 1.58％、フランスの 1.15％、ドイツの 1.34％等に対して、

日本は 0.34％であると報告されている。 

 
4.2 シミュレーションの概要 
 本章では、人口は一定としつつ、潜在成長力を高めるための各種政策対応について、シ

ミュレーションを行い、超長期の経済の姿を示す。具体的には、シミュレーション期間の

始点である 2020年に、次節に示すような政策対応がとられ、モデル上は、それと同等の外

生的なショックが与えられたとして、シミュレーションを行う。各種政策対応に係るショ

ックの大きさを仮定したうえで、通常の DSGEモデルで用いられるインパルス応答関数に

よりシミュレーションを実施する。言い換えれば、政策変更時点から当該政策がその後超

長期にわたって継続されることを前提に、外生的なショックは永続的に続くものとしモデ

ルを解く。その上で、当該シミュレーションで得られた解とショックがない場合のモデル

の解を時系列で比較することで、政策効果を定量的に把握する。 

 

4.3 シナリオについて（パラメータとショックの大きさ） 
 本節では、前節までに明らかになった現状認識を踏まえ、以下に示す３つのシナリオに

沿ったパラメータのショックによる政策対応に対する反応をモデル内で表現する。はじめ

に、教育支出については、公的な教育投資促進等の政策を行ったことにより、モデル内の

家計の教育支出5が半減するものとする。次に、イノベーション促進のための政策対応によ

り、イノベーターが新たな技術を生み出す効率性（イノベーション効率性6）が５割増しに

なることとする。最後に、技術実用化促進施策によって、技術実用化企業の技術実用化を

実現する効率性（技術実用化効率性7）が３割増しになるものとする。各シナリオの考え方

は、以下に記す検討を踏まえたものである。 

 
・教育支出減少（政策：教育投資促進） 

家計は労働力（高技能労働・生産労働）の供給元であるが、本シナリオでショックを与

える教育支出のパラメータについて、この数値が低いほど、教育投資を受けるための費用

が小さくなる。この時、家計は高等教育を通じた高技能労働を供給する確率が高くなる。

 
5 モデル上[ae]で示される変数の誤差項にショックを与える（付録（P61）参照）。 
6 モデル上[χ]で示される変数の誤差項にショックを与える（付録（P62）参照）。 
7 モデル上[κλ]で示される変数の誤差項にショックを与える（付録（P62）参照）。 
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逆に、この数値が高い場合は教育投資を受けるための費用が大きくなり、それにより家計

が教育投資を選択しなくなるため、相対的に生産労働を供給する可能性が高くなる。した

がって、本節では教育支出が政策対応により外生的に減少するショックを想定する。例え

ば、教育補助金増加、給付型奨学金、授業料後払い制度、ICT 技術等の普及による教育コ

ストの減少、といった政策等を実施することが考えられる。 

ショックの大きさについては、国際比較を念頭に算出を行った。具体的には、家計の教

育支出について、高等教育費支出総額における政府・公的機関等の公的教育支出割合でみ

てみると、日本においては約 37％である。一方、OECD 平均は約 69％であるほか、欧州を

中心に 80％程度を越える国も多数ある（図８）。したがって、日本では、公的な教育支出割

合を増加させる余地が大きいと考えられるため、日本における公的教育支出割合が OECD

平均並みになると仮定することにより、モデル内の家計の教育支出が半減するショックを

加える。 

 
図８ OECD諸国の高等教育費公的負担割合（2021）（％） 

 
  （備考）OECD(2024)により作成。調査年については 2021年、ギリシャのみ 2020年。 

・イノベーション効率性向上（政策：イノベーション促進） 

 本シナリオでショックを与えるイノベーション効率性は、イノベーターが高技能労働を

１単位追加で投入したときの生み出される新たな技術の総量を表す。この数値が高いほど、

高技能労働を１単位投入したときに生み出される新たな技術が多くなり、技術の実用化企

業や中間財生産者へ供給される技術の量も多くなるため、最終財生産者の生産量が増加し、

結果として経済成長率の上昇に寄与することとなる。したがって、本節ではイノベーショ

ン効率性が政策対応により外生的に上昇するショックを想定する。例えば、国立研究機関

による研究開発力の強化、国際的な人的ネットワークや研究成果へのアクセスの確保、博

士課程学生・若手研究者等への支援、イノベーションへの補助金、といった政策等を実施

することが考えられる。 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

ル
ー
マ
ニ
ア

コ
ス
タ
リ
カ

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

ノ
ル
ウ
ェ
ー

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

ベ
ル
ギ
ー

ド
イ
ツ

デ
ン
マ
ー
ク

ス
ロ
ベ
ニ
ア

ポ
ー
ラ
ン
ド

ハ
ン
ガ
リ
ー

エ
ス
ト
ニ
ア

ス
ロ
バ
キ
ア

チ
ェ
コ

ギ
リ
シ
ャ

ク
ロ
ア
チ
ア

オ
ラ
ン
ダ

ト
ル
コ

リ
ト
ア
ニ
ア

フ
ラ
ン
ス

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

メ
キ
シ
コ

ス
ペ
イ
ン

ブ
ル
ガ
リ
ア

ラ
ト
ビ
ア

ポ
ル
ト
ガ
ル

イ
タ
リ
ア

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

イ
ス
ラ
エ
ル

カ
ナ
ダ
韓
国

米
国
チ
リ

日
本

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

イ
ギ
リ
ス

（％）

－ 48 － － 49 －



『経済分析』第 210号 
 

14 
 

ショックの大きさについては、ここでも、国際比較を念頭に算出を行った。具体的には、

イノベーション効率性に関連する指標として、研究者がどの程度の成果物を産出している

か、論文数と研究者数の比率で見てみると、日本は概ね 0.1 を下回る程度で推移している

のに対し、米国では概ね 0.25～0.30の間で推移している（図９）。これに鑑み、米国ほどの

比率ではないにしろ、日本におけるそれが足元の値から 0.15 程度まで上昇したと仮定し、

本稿で用いるモデル内のイノベーターのイノベーション効率性が５割増加するショックを

加える。 

 
図９ 論文数と研究者数の比率 

   

（備考）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2023」により作成。 

論文は Article, Reviewが対象。論文の集計は出版年、整数カウント法（１件の論文に複数の国

の機関が関わっている場合は複数回数えられる）による。研究者数は FTE（Full-Time Equivalent）

の値。各部門（企業、大学、公的機関、非営利団体）の研究者の合計値であり、各部門の研究者

の定義及び測定方法は国によって違いがある。 

日本は、2001 年以前の値は該当年の４月１日時点の研究者数、2002年以降の値は３月 31 日時

点の研究者数。米国は、研究者数は見積り値。一部、時系列の連続性は失われている。また、大

学の 2001 年から 2019 年まで研究者数は測定されておらず、非営利団体は 2000 年以降は推定値

がない。 

・技術実用化効率性向上（政策：技術実用化促進） 

最後に、本シナリオでショックを与える技術実用化効率性は、技術実用化企業が高技能

労働を１単位追加で投入したときに実用化企業が実装できる技術の総量を示している。こ

の数値が高いほど、高技能労働を１単位投入したときに生み出される実用化技術が多くな

り、ひいては、最終財生産者が利用可能な中間財が多様になる8ことにより、経済全体の生

産量が増加し、結果として経済成長率の上昇に寄与することとなる。したがって、本節で

は技術実用化効率性が政策対応により外生的に上昇するショックを想定する。例えば、起

 
8 本モデルでは、実用化された技術の増加は、最終財生産者が用いる中間財の種類の増加として表現され
ている。 
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ショックの大きさについては、ここでも、国際比較を念頭に算出を行った。具体的には、

イノベーション効率性に関連する指標として、研究者がどの程度の成果物を産出している

か、論文数と研究者数の比率で見てみると、日本は概ね 0.1 を下回る程度で推移している

のに対し、米国では概ね 0.25～0.30の間で推移している（図９）。これに鑑み、米国ほどの

比率ではないにしろ、日本におけるそれが足元の値から 0.15 程度まで上昇したと仮定し、

本稿で用いるモデル内のイノベーターのイノベーション効率性が５割増加するショックを

加える。 

 
図９ 論文数と研究者数の比率 

   

（備考）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2023」により作成。 

論文は Article, Reviewが対象。論文の集計は出版年、整数カウント法（１件の論文に複数の国

の機関が関わっている場合は複数回数えられる）による。研究者数は FTE（Full-Time Equivalent）

の値。各部門（企業、大学、公的機関、非営利団体）の研究者の合計値であり、各部門の研究者

の定義及び測定方法は国によって違いがある。 

日本は、2001 年以前の値は該当年の４月１日時点の研究者数、2002年以降の値は３月 31 日時

点の研究者数。米国は、研究者数は見積り値。一部、時系列の連続性は失われている。また、大

学の 2001 年から 2019 年まで研究者数は測定されておらず、非営利団体は 2000 年以降は推定値

がない。 
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産量が増加し、結果として経済成長率の上昇に寄与することとなる。したがって、本節で
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8 本モデルでは、実用化された技術の増加は、最終財生産者が用いる中間財の種類の増加として表現され
ている。 

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1981 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

日本

論文数（本） 研究者数（人） 論文数／研究者数

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1981 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

米国

論文数（本） 研究者数（人） 論文数／研究者数

新しい定量 DSGEモデルによる政策シミュレーションとその含意 
～人口減少下の我が国における超長期の経済の姿～ 

 

15 
 

業・スタートアップ促進、国際交流の活発化（高度人材の獲得等）、リ・スキリングによる

能力向上支援、技術実用化への補助金、といった政策等を実施することが考えられる。 

ショックの大きさについては、国内の時系列での指標の推移を念頭に算出を行った。具

体的には、技術実用化効率性に関連する指標として、研究に費やしたコストが技術の実用

化にどの程度つながったか、日本の特許数と研究開発費の比率でみてみると、1980年代の

0.3程度から足元では 0.1程度に低下傾向にある（図 10）。これに鑑み、足元の値から 2010

年代並みに上昇したと仮定することにより、本稿で用いるモデル内の技術実用化企業の技

術実用化効率性が３割増加するショックを加える9。 

 
図 10 特許数と研究開発費の比率 

 
（備考）文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2023」により作成。 

特許数は単国出願数。研究開発費は実質額（2015年基準：OECD購買力平価換算）。日本は年

度値。中国は一部、時系列の連続性は失われている。 

 
4.4 シミュレーション結果 
本稿で扱った定量DSGEモデルにおいて、先述した３つの政策対応のシナリオに沿って、

それぞれ個別にシミュレーションを行うと、いずれの場合も、超長期の経済成長率の押し

上げ効果が確認された。このうち、特にイノベーション促進による押し上げ効果が大きか

った。どの政策シミュレーションにおいても、政策対応により経済全体の新たな技術の総

量・実装化される技術の総量が増加することにより、最終財生産者の生産が拡大し、結果

として、超長期の経済成長率を高めることに寄与する姿が描かれる結果となった。 

より詳細にシミュレーション結果（図 11）を見ると、まず、教育投資促進の政策シミュ

レーション結果では、家計の教育支出に係るパラメータが半減することで、2110年の経済

成長率は 1.17％となり、ベースライン（成長率１％）からの押し上げ効果は、プラス 0.17％

ptとなった。また、2110年の GDP水準は、何ら政策対応が行われない場合（1,322兆円）

に比べて約 1.2倍の 1,544兆円となった。次に、イノベーション促進の政策シミュレーショ

ン結果をみてみると、イノベーション効率性に係るパラメータが５割増大することで、2110

 
9 近年成長の著しい中国の比率をみてみると、一貫して上昇しているが、技術実用化効率性の急上昇は現
実的ではないため、本章のシミュレーションではショックの大きさの選定には用いていない。 

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

0.030

2000 2005 2010 2015 2018
日本 中国

日本 中国
2000年代平均 0.017 0.009
2010年代平均 0.010 0.020

2018年 0.008 0.028

－ 50 － － 51 －



『経済分析』第 210号 
 

16 
 

年の経済成長率は 2.46％となり、ベースライン（成長率１％）からの押し上げ効果は、プ

ラス 1.46％pt となった。なお、2110 年の GDP 水準は、何ら政策対応が行われない場合に

比べて約 3.6倍の 4,716兆円となった。最後に、技術実用化促進の政策シミュレーション結

果をみてみると、技術実用化効率性に係るパラメータが３割増大することで、2110年の経

済成長率は 1.22％となり、ベースライン（成長率１％）からの押し上げ効果は、プラス 0.22％

ptとなった。また、2110年の GDP水準は、何ら政策対応が行われない場合に比べて約 1.3

倍の 1,705兆円となった。 

 
図 11 政策シミュレーション（経済（GDP）成長率、GDPの推移） 

  
（備考）筆者によるシミュレーション結果 

 

５．長期目標シミュレーション 

5.1 シミュレーション概要 

 本章では、第４章第１節の現状認識や同章第４節のシミュレーション結果も踏まえ、以

下に示す３つのパラメータに関して、超長期の経済のあるべき姿を目標として一括して設

定し、当該目標に至るためのショックを外生的に加えることにより、シミュレーションを

実施する。より技術的には、長期目標の水準を定めたうえで、それらを規定するパラメー

タが超長期の時点で当該目標に収束するよう逆算を行い、当該パラメータのパスを導出す

る。そのうえで、当該パスにパラメータが設定されるようシミュレーションの始点におい

て、外生的なショックを加える10。これにより、長期目標が定められた場合に、経済の姿が

どのように変化するのか確認することができる。次節で説明するとおり、どの変数に係る

長期目標を設定するかついては、我が国の現状も踏まえ、モデル内の基本的な変数のうち、

政策的な選択肢として扱うことが適切と考えられるものを選定した。 

 
10 よりモデル内の挙動に即すと、モデル内の超長期の定常状態を変化させ、そこに至るまでの経路をシミ
ュレーションしていることになる。 
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5.2 シナリオについて（パラメータとショックの大きさ） 

 本章では、以下に示す３つの指標が超長期において目標の水準になることをシナリオと

して想定する。はじめに、長期目標の技術実用化確率については、ベースラインの値であ

る 0.2から 0.3に上昇するものとする。同様に、労働参加率の長期目標については、ベース

ラインの 60.8％から 72.0％に、高技能労働と生産労働の賃金比率を示す賃金プレミアムの

長期目標は、ベースラインの 1.4 から 2.1 に上昇することを仮定する。これらの長期目標が

実現されるようモデル内のパラメータにショックを与えることによりシミュレーションを

実施する。なお、本章では、３つの目標が同時に変化した場合を扱うこととし、各目標が

それぞれ変化した場合のシミュレーションは行っていない。また、長期目標実現の裏側で

は政策対応や新たな技術の導入など何らかの外生的なショックが目標達成のために生じる

ことを前提としている。 

 
・技術実用化確率 

技術実用化確率は、技術実用化企業が技術を実用化できる確率を示す。この数値が高い

ほど、イノベーターが生み出した技術ストックから実装される技術が多くなる。技術実用

化確率の向上は、最終財生産者が利用可能な中間財が多様になることにより、経済全体の

生産量が増加し、結果として経済成長率の上昇に寄与することとなる。なお、本ショック

に関連する政策としては、例えば、起業・スタートアップ促進、国際交流の活発化、人材・

技術・資金の好循環の促進等が考えられる。 

 
図 12 研究開発事業の終了時のフェーズ 

 

（備考）経済産業省「令和４年度産業技術調査事業（研究開発事業終了後の実用化状況等に関する追跡調

査・追跡評価）報告書」より作成11。 

 
11 追跡調査は、経済産業省の実施した研究開発事業終了後における研究開発成果の実用化、中止・中断等
の状況、事業により取得された特許等知的財産の利用状況等について把握・分析し、今後の研究開発マネ

ジメントの向上に資する情報などを得るもの。調査対象は、研究開発事業のうち、平成 28年度、平成 30
年度、令和２年度のいずれかに終了時評価を行った 15事業に参加した企業・団体、大学・研究機関（113
機関）。 
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ショックの大きさについては、以下のデータに基づいて算出した。具体的には、技術実

用化確率に関連する指標として、研究開発事業の終了時のフェーズにおいて「製品化段階」

となった事業の比率とすると、経済産業省の研究開発事業に関する報告書によれば、「製品

化段階」となった事業の比率は最近時の実績値としては 18.9％であった（図 12）。これに

鑑み、「製品化段階」になる確率が、同報告書の実績値よりも約 10％pt 上昇すると仮定す

ることにより、本稿で用いるモデル内の技術実用化企業の技術実用化確率が 0.3 になるシ

ョックを加える。 

 
・労働参加率 

労働参加率は、総人口のうちどれだけの割合が労働参加しているかを示すものである。

この数値が高いほど、投入される労働者の割合は増える。その結果として、新たな技術創

出や技術の実用化が活発になることにより、経済全体の成長力を高めることが期待される。

なお、本ショックに関連する政策としては、例えば、女性の就業支援（再就職支援、スキ

ルアップ支援）、高齢者の就業者支援（ハローワークの活用等）等が考えられる。 

ショックの大きさについては、国際比較の観点から算出した。具体的には、我が国の労

働参加率は、国際的にみて必ずしも低い水準ではないものの、アイスランドなど、我が国

よりも労働参加率が高い先進国は存在する（図 13）。そこで、女性や高齢者等の就業支援

によって、我が国の労働参加率をより引き上げる余地はあると考えられる。これに鑑み、

先進国で最も高いアイスランド並みに労働参加率が高まったと仮定することにより、本稿

で用いるモデル内の労働参加率12が 11.2%pt 増加し、現在の 60.8％から 72.0％になるショ

ックを加える。 

 
図 13 OECD諸国の労働参加率（2023）（％） 

 
   （備考）ILO “ILO Modelled Estimates”により作成。調査年は 2023年。 

 
12 本稿で用いた定量 DSGEモデルでは、家計は、高技能労働又は生産労働の供給のほか、余暇を消費する
（労働しない）ことも可能であるため、労働参加という概念が表現されている（付録（P61）参照）。 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

オ
ラ
ン
ダ

ス
イ
ス

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

エ
ス
ト
ニ
ア

カ
ナ
ダ

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

イ
ス
ラ
エ
ル
韓
国

コ
ロ
ン
ビ
ア

デ
ン
マ
ー
ク
日
本

リ
ト
ア
ニ
ア
米
国

イ
ギ
リ
ス

メ
キ
シ
コ

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
チ
リ

ス
ロ
バ
キ
ア

ド
イ
ツ

ラ
ト
ビ
ア

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ハ
ン
ガ
リ
ー

チ
ェ
コ

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

ポ
ー
ラ
ン
ド

ポ
ル
ト
ガ
ル

ス
ロ
ベ
ニ
ア

ス
ペ
イ
ン

コ
ス
タ
リ
カ

フ
ラ
ン
ス

ベ
ル
ギ
ー

ト
ル
コ

ギ
リ
シ
ャ

イ
タ
リ
ア

（％）

－ 54 －



『経済分析』第 210号 
 

18 
 

ショックの大きさについては、以下のデータに基づいて算出した。具体的には、技術実

用化確率に関連する指標として、研究開発事業の終了時のフェーズにおいて「製品化段階」

となった事業の比率とすると、経済産業省の研究開発事業に関する報告書によれば、「製品

化段階」となった事業の比率は最近時の実績値としては 18.9％であった（図 12）。これに

鑑み、「製品化段階」になる確率が、同報告書の実績値よりも約 10％pt 上昇すると仮定す

ることにより、本稿で用いるモデル内の技術実用化企業の技術実用化確率が 0.3 になるシ
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・労働参加率 

労働参加率は、総人口のうちどれだけの割合が労働参加しているかを示すものである。

この数値が高いほど、投入される労働者の割合は増える。その結果として、新たな技術創
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先進国で最も高いアイスランド並みに労働参加率が高まったと仮定することにより、本稿

で用いるモデル内の労働参加率12が 11.2%pt 増加し、現在の 60.8％から 72.0％になるショ

ックを加える。 

 
図 13 OECD諸国の労働参加率（2023）（％） 

 
   （備考）ILO “ILO Modelled Estimates”により作成。調査年は 2023年。 

 
12 本稿で用いた定量 DSGEモデルでは、家計は、高技能労働又は生産労働の供給のほか、余暇を消費する
（労働しない）ことも可能であるため、労働参加という概念が表現されている（付録（P61）参照）。 
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・賃金プレミアム 

 賃金プレミアムは、高技能労働と生産労働の相対的な賃金比を示す。高技能労働の賃金

が高い場合、家計は、高技能労働を供給することの便益が高いため、教育投資をより積極

的に行うようになる一方、賃金が低い場合、家計は教育投資を控え、生産労働を供給する

ようになる。言い換えれば、賃金プレミアムが高いほど、高技能労働を供給することによ

るリターンが大きくなるので、教育投資を行うインセンティブが高まると考えられる。な

お、本ショックに関連する政策としては、例えば、企業における高度人材の適正利用、AI

研究者への支援、デジタルリテラシー向上等が考えられる。 

ショックの大きさについては、以下のデータに基づいて算出した。具体的には、豊永 

（2021）や恩田（2018）により、日本と米国の賃金プレミアムを大卒者の高卒者に対する賃

金比率という指標で比較すると、日本より米国の方が賃金スキルプレミアムは大きくなっ

ている。具体的には、日本では、2015年に約 1.4程度である一方、米国では、2010年に約

2.1 となっている。これらを踏まえ、仮に米国と同程度まで賃金プレミアムが上昇したと仮

定することにより、本稿で用いるモデル内の賃金プレミアムが 1.4 から 2.1 になるショッ

クを加える。 

 
5.3  シミュレーション結果 
 前節の長期目標に係るシナリオ（①技術実用化確率が 0.2 から 0.3 に、②労働参加率の

60.8％から 72％に、③賃金スキルプレミアムが 1.4から 2.1に上昇）について、シミュレー

ションを行うと、主に労働参加が促進される結果として、技術総量や実用化技術が増加し

て、経済成長率を高める結果となった。具体的にみると、2110年時点における経済成長率

は、ベースラインの 1.00％から 1.28％に上昇し、ベースライン（成長率１％）からの押し

上げ効果は、プラス 0.28％ptとなった。また、2110年の GDP 水準は、長期目標が達成され

なかったベースラインの場合（1,322兆円）に比べて約 1.8倍の 2,339兆円となった（図 14）。 

 
図 14 長期目標シミュレーション（経済（GDP）成長率、GDP の推移） 
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６．考察 

6.1  シミュレーション結果まとめ 
ここまでの結果をまとめると、以下のとおりである。まず、第３章の人口減少シミュレ

ーションでは、出生率低下による人口減少は、超長期の経済成長に大きなマイナスのイン

パクトを与えることが示された。また、続く第４章・第５章で示した政策シミュレーショ

ンや長期目標シミュレーションの結果、無形資産の蓄積や人的投資といった各種政策対応

は、超長期の経済成長率を押し上げる効果を有することが示された。要約すると、表１の

通りである。出生率が 1.3 で停滞する人口減少シミュレーションでは、超長期において、

2.06%pt 経済成長率を押し下げる効果がある一方で、政策シミュレーションについてみて

みると、特に、イノベーション促進は大きな押し上げ効果（+1.46%pt）があった。また、

長期目標シミュレーションについては、労働参加の促進を中心に、0.28%pt の押し上げ効

果があった。 

表１ 超長期の経済成長率の押し上げ効果 

 
         （備考）筆者によるシミュレーション結果 

 
6.2  簡易的な試算 
本稿で用いた定量 DSGEモデルにおいては、人口減少シミュレーションとその他のシミ

ュレーションを同時に実施した場合、ショックがモデル内に伝播する複雑な経路等により、

想定しない挙動を起こすおそれがあると考えられたため、表１に示したとおり、個別のシ

ミュレーション結果を報告した。一方、モデル内で同時にショックを与えることは困難で

はあるものの、本節では、簡易的な試算として、モデルの外で、人口減少シミュレーショ

ンとその他のシミュレーションの結果を組み合わせることにより、超長期の経済の姿を描

名称 シミュレーション概要 成長率押し上げ効果
2.1回復 出生率が2.1に回復する人口予測ショック ▲0.52%pt
1.6回復 出生率が1.6に回復する人口予測ショック ▲1.47%pt
1.3固定 出生率が1.3で停滞する人口予測ショック ▲2.06%pt

名称 シミュレーション概要 成長率押し上げ効果
教育投資促進 家計の教育投資に係る教育支出が減少（半減） +0.17%pt
イノベーション促進 企業のイノベーション効率性が向上（５割増） +1.46%pt
技術実用化促進 企業の技術実用化効率性が向上（３割増） +0.22%pt

名称 シミュレーション概要 成長率押し上げ効果
技術実用化促進 企業の技術実用化確率が増加（10%pt上昇） （+0.00%pt）
労働参加促進 家計の労働参加率が上昇（11.2%pt増加） （+0.22%pt）
賃金構造変化促進 賃金スキルプレミアムが上昇（1.4→2.1） （▲0.00%pt）

+ 0.28%pt
（注）長期目標について、各シミュレーションについて分解して試算した場合、変数が相互に連関しており、各々の積み上げは３つの変化を同
　 　　　時に与えた場合と異なる。

※上記の３つの変化を同時に与えた場合

政
策
対
応

長
期
目
標

（注）政策対応により様々な変数が変化するため、個別の押上げ効果を単純に足すことはできない。本シミュレーションの目的は、モデルの
　 　　　挙動を確認することにある。

人口減少シミュレーション

政策シミュレーション

長期目標シミュレーション
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写することを試みる。 

まず、政策シミュレーションのうち、イノベーション促進による超長期の経済成長押し

上げ効果（＋1.46％pt）を前提に、各人口減少シミュレーションの結果と合わせて簡易的に

試算した。また、長期目標シミュレーション（技術実用化確率の上昇、労働参加率上昇、

賃金プレミアム上昇）による経済成長率押し上げ効果（＋0.28％pt）を前提に、各人口減少

シミュレーションの結果と合わせて簡易的な試算も行った。 

具体的には、政策シミュレーション（イノベーション促進）（図 15）では、出生率が 2.1

に回復するシナリオを前提にすると、何ら政策対応がとられない場合の 2110年時点のGDP

が 796 兆円であったのが、イノベーション促進に係る政策が実施された場合は同時点の

GDP が 2,919兆円へ増加する結果となった。一方で、出生率が 1.3 で停滞するシナリオの

場合、2110年時点の GDPについて、何ら政策対応がとられない場合の 272兆円から 1,013

兆円に増加し、2020年の 540兆円を大きく上回った。なお、経済成長率で見ても、イノベ

ーション促進政策が実施された場合は、超長期でプラス成長を維持できること分かった。 

一方で、長期目標シミュレーション（図 16）では、出生率が 2.1に回復するシナリオで

は、長期目標が達成された場合、何ら政策対応がとられない場合の 2110年時点の GDPで

ある 796兆円から 1,023兆円へと増加した。しかしながら、出生率が 1.3で停滞した場合、

2110年時点の GDPについては、何ら政策対応がとられない場合の 272兆円から、長期目

標が達成されると 351兆円となるものの、2020年の 540兆円を引き続き下回る結果となっ

た。くわえて、経済成長率で見ると、出生率が 1.3 で停滞する人口減少シナリオを前提と

すると、長期目標が達成されたとしても、マイナス成長が続く結果となった。 

 
図 15 イノベーション促進シミュレーション 

【出生率 2.1回復】               【出生率 1.3固定】 
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図 16 長期目標シミュレーション 

【出生率 2.1回復】                 【出生率 1.3固定】 

  
  （備考）筆者による試算結果 

 

以上の簡易的な試算によれば、イノベーション促進や労働参加促進を図る各種政策は超

長期の GDP の水準を相当程度に高める可能性が示唆された一方で、人口減少による経済

成長の押し下げ効果は大きいことが分かった。 

 

７．結論 

 本稿では、人口減少下における我が国の潜在成長力向上が求められる中、人口減少その

ものに加えて、無形資産の蓄積や人的投資に向けた政策が、超長期の経済成長にどのよう

な影響を与えるのか定量的に把握するため、新しい定量 DSGE モデルを用いて、①人口減

少シミュレーション、②政策シミュレーション、③長期目標シミュレーション、の３つの

シミュレーションを実施した。シミュレーションの結果、人口減少は超長期においても、

経済に大きなマイナスのインパクトを及ぼすことが示された。その一方で、イノベーショ

ンの促進や労働参加率向上に向けた政策対応等により、人口減少によるマイナスの影響を

相当程度に緩和しつつ、潜在的な成長力を強化し、超長期の経済成長を高める可能性を示

唆する結果となった。無形資産の蓄積、人的投資の重要性が確認されるとともに、人口減

少の緩和自体の重要性も同時に確認された、というのが本稿の結論である。なお、本稿に

おけるシミュレーションについては、シミュレーションの方法やショックの大きさの選定

を始め、さらなる精査が必要な部分も残されており、本稿の結果は相当程度の幅をもって

解釈すべきものである。今般開発した定量 DSGEモデルの改良、シミュレーション方法の

改善、異なる政策対応を想定したシミュレーションの実施等に取り組み、精度及び頑健性

をより高めることについては、今後の課題である。 
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図 16 長期目標シミュレーション 

【出生率 2.1回復】                 【出生率 1.3固定】 

  
  （備考）筆者による試算結果 

 

以上の簡易的な試算によれば、イノベーション促進や労働参加促進を図る各種政策は超

長期の GDP の水準を相当程度に高める可能性が示唆された一方で、人口減少による経済

成長の押し下げ効果は大きいことが分かった。 

 

７．結論 

 本稿では、人口減少下における我が国の潜在成長力向上が求められる中、人口減少その

ものに加えて、無形資産の蓄積や人的投資に向けた政策が、超長期の経済成長にどのよう

な影響を与えるのか定量的に把握するため、新しい定量 DSGE モデルを用いて、①人口減

少シミュレーション、②政策シミュレーション、③長期目標シミュレーション、の３つの

シミュレーションを実施した。シミュレーションの結果、人口減少は超長期においても、

経済に大きなマイナスのインパクトを及ぼすことが示された。その一方で、イノベーショ

ンの促進や労働参加率向上に向けた政策対応等により、人口減少によるマイナスの影響を

相当程度に緩和しつつ、潜在的な成長力を強化し、超長期の経済成長を高める可能性を示

唆する結果となった。無形資産の蓄積、人的投資の重要性が確認されるとともに、人口減

少の緩和自体の重要性も同時に確認された、というのが本稿の結論である。なお、本稿に

おけるシミュレーションについては、シミュレーションの方法やショックの大きさの選定

を始め、さらなる精査が必要な部分も残されており、本稿の結果は相当程度の幅をもって

解釈すべきものである。今般開発した定量 DSGEモデルの改良、シミュレーション方法の

改善、異なる政策対応を想定したシミュレーションの実施等に取り組み、精度及び頑健性

をより高めることについては、今後の課題である。 
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付録 定常化前の均衡式一覧 

 本付録は、寺本（2025）に基づいて開発された定量 DSGEモデルについて、主要な均衡

式を一覧化したものである。本稿の本文で引用している式については、下記付録で四角囲

みを付している。なお、本付録においては、DSGE モデルを実装するソフトウェアである

dynareの表記法に合わせて、t期における状態変数を t − 1期の時間表記によって記述して

いる。モデルの構造の詳細、パラメータ、解法等については、寺本（2025）を参照のこと。 
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